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政府が公務員の給与改定に関する取扱いを閣議決定－1/24

－高齢層職員の昇給抑制・地公給与の減額要請に、連絡会は"極めて遺憾"との声明を発表－

１．政府は１月24日、給与関係閣僚会議を開いて、国家公務員の高齢層職員の昇給抑制に関して平成26年１月１日から実施するとともに、地方公務員給与について国に準じた措置を講じるよう要請するという内容を閣議決定するという方針を確認し、その後開いた閣議でその方針を正式に決定した(資料１、２、３)。

２．公務員連絡会は、この閣議決定を受けて、①政府として決定した方針を２か月で変更したことは、極めて遺憾である、②多くの地方自治体では厳しい独自削減を実施してきており、地方公務員給与の減額強制は言語同断、③国会で今回の措置の問題点を追及していくとともに、地方公務員給与については、国による地方公務員給与引下げ強制に反対し、地方で自主的に決定できるよう、取り組みを強化していく、との声明を発した(資料４)。また、自治労本部は、この地公給与削減に関わる不当な閣議決定に関し書記長談話を発出した（資料５）。
３．さらに、道本部執行委員会として、①公務員労働者の賃金労働条件決定システムが政治に翻弄される事実は事実として受け止め、現在の政権にしっかりと対峙する労働組合としての役割を果たしながら、②連合北海道をはじめとする道内の労働組合や経済・行政団体などとともに地方自治の確立と地方財政の確保に向けた運動展開を進めること、③自治労・公務員連絡会に結集を強め、春闘期以降のあらゆる抵抗闘争を職場から徹底すること、④新たな給与削減は許さず、各自治体から政府に対する取り組みを展開し、全国的な規模の取り組みに拡大させながら参議院選挙の勝利の展望を切り開いていくとの見解を確認した（資料６）。
４．全地方本部・単組・総支部においては、以上の内容を全組合員へ周知すること。また、これ以降、政府への抗議打電・レタックス・文書行動を皮切りに、中央集会や大型はがき行動など様々な取り組みを提起する予定としているので、詳細が決定次第、別途、方針提起する。
以　上

【資料１－閣議決定内容】

公務員の給与改定に関する取扱いについて

平成25年１月24日

閣　議　決　定

１　一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、平成24年８月８日に高齢層職員の昇給抑制に関する人事院勧告が行われたところであるが、平成25年度（直近の昇給日である平成26年１月１日）から人事院勧告どおり改定を行うものとする。
２　特別職の国家公務員の給与については、１の趣旨に沿って対応するものとする。

３　独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第13号に規定する独立行政法人をいう。）の役職員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の理解が得られる適正な給与水準とするよう厳しく見直すことを要請する。独立行政法人及び主務大臣は、総務大臣が定める様式により、役職員の給与等の水準を毎年度公表する。

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっても、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の理解が得られる適正な給与水準となるよう厳しく対処するとともに、必要な指導を行うなど適切に対応する。特殊法人等の役職員の給与等についても、その水準を毎年度公表する。

４　地方公務員の高齢層職員の昇給抑制に関する措置については、各地方公共団体において１の趣旨及び人事委員会勧告を踏まえ、必要な措置を講ずるよう要請する。

５　各地方公共団体においては、これまでも自主的な給与削減措置や定員削減などの行財政改革の取組が進められてきたところであるが、一方で、東日本大震災を契機として防災・減災事業に積極的に取り組むとともに、長引く景気の低迷を受け、一層の地域経済の活性化を図ることが喫緊の課題となっている。

こうした地域の課題に迅速かつ的確に対応するため、平成25年度における地方公務員の給与については、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２号）に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請する。

【資料２－官房長官談話】

内　閣　官　房　長　官　談　話

（平成25年１月24日）

１　政府は、本日の給与関係閣僚会議及び閣議におい て、高齢層職員の昇給抑制については、次の昇給日である平成26年１月１日から人事院勧告どおりに改定するという方針を決定いたしました。

２　私は、公務員諸君が、日夜公務に精励している実情を十分承知しております。しかしながら、現下の厳しい諸情勢の下での決定であることを公務員諸君にも十分御理解いただきたいと思います。改めて、公務員諸君が、行政のプロとしての誇りを胸に、全ては国家国民のため、自らの判断で、政策立案に当たっては積極的に提案し、現場にあっては果敢に行動することを強く期待するものであります。

３　また、地域の課題に迅速かつ的確に対応するため、平成25年度における地方公務員の給与については、国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請することとしております。

【資料３－総務大臣談話】

総　務　大　臣　談　話

平成25年１月24日

１　政府は、本日の閣議において、高齢層職員の昇給抑制について、次の昇給日である平成26年１月１日から人事院勧告どおり改定することなどを内容とする本年度の公務員の給与改定の方針を決定いたしました。

公務員の皆さんにおかれては、今般の措置について理解いただき、職務に全力で取り組むようお願いします。
２　各地方公共団体においては、これまでも自主的な給与削減措置や定員削減などの行財政改革の取組が進められてきたところでありますが、一方で、東日本大震災を契機として防災・減災事業に積極的に取り組むとともに、長引く景気の低迷を受け、一層の地域経済の活性化を図ることが喫緊の課題となっています。

こうした地域の課題に迅速かつ的確に対応するため、平成25年度における地方公務員の給与については、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請してまいります。

【資料４－公務員連絡会の声明】

声　　　明

(1) 政府は、本日、給与関係閣僚会議及び閣議で、昨年11月16日の2012人事院勧告の取扱いの閣議決定を変更し、来年１月から高齢層の昇給を抑制するとともに、地方公務員の給与について、国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を講ずることを要請する内容の閣議決定を行った。
(2) 昨年、政府として決定した方針を２か月で変更したことは、特例減額期間中であること、官民較差に基づく措置ではないという事実などにおいて極めて遺憾である。政府の今回の決定に対し、組織の総意として強く抗議するものである。

その内容は、最も厳しい特例減額措置が講じられている高齢層に対し、さらに昇給を抑制するという論外なものであり、到底納得できない。今後、国家公務員宿舎の廃止や宿舎料の大幅な値上げも控えているだけに、生活維持や勤務意欲に対する影響は深刻である。

(3) 地方公務員給与に対する国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を採ることの要請は、地方自治の本旨を蔑ろにするもので、地方交付税を減額し、給与減額を「要請する」ことは、事実上の強制であり、少なくとも給与改定・臨時特例法附則12条の「自主的かつ適切に対応する」との規定と整合しない。

閣議決定は、防災・減災事業や地域経済の活性化を図ることを喫緊の課題とし、これに迅速かつ的確に対応するため、地方公務員給与削減を要請するとしているが、これは政府が一方的に地方自治体に給与削減を押し付けるために補足したものに他ならず、地方自治の本旨に反する。また、地方の民間給与に大きな影響を持つ地方公務員給与を削減することは、民間給与、地域経済にマイナスになり、マクロ経済の観点からも全く道理に合わない。

加えて、多くの地方自治体では厳しい独自削減を実施してきており、重ねての減額を強制することは断じてあってはならない。地方公務員給与の減額強制は、地方六団体の指摘を踏まえるまでもなく、言語同断と言わざるを得ない。

(4) 公務員連絡会は、これまでの経過と以上の立場から、国会で今回の措置の問題点を追及していくこととする。また、地方公務員給与については、国による地方公務員給与引下げ強制に反対し、地方で自主的に決定できるよう、取組みを強化していく。

同時に、一人ひとりの組合員が、東日本大震災からの一刻も早い復旧復興のために自らの職場での役割をしっかりと果たしながら、安心安全な日本を作るために邁進するとともに、連合・公務労協に結集し、2013春季生活闘争の取組みに全力を挙げることとする。

２０１３年１月２４日

公務員労働組合連絡会

【資料５－自治労書記長談話】

2013年1月25日

地公給与削減等の不当な閣議決定に関する書記長談話

全日本自治団体労働組合

書記長　氏家 常雄

１．政府は1月24日、給与関係閣僚会議及び閣議で、昨年11月16日の民主党政権における人勧取扱いの関わる閣議決定の内容を変更し、高齢層職員の昇給抑制を2014年1月から実施するとともに、地方公務員の給与について、国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を講ずるよう要請する内容の閣議決定を行った。

２．今回の決定は、この間政府自らが、特例減額期間中であることを踏まえ決定してきた方針を覆し、すでに最も厳しい給与抑制を受けている高齢層職員について一層の負担を強いる内容であるとともに、国の特例減額措置に準じた給与削減を地方に強制するとし、地方自治体に対し7月からの給与削減措置の実施を求める極めて遺憾なものであり、到底納得できない。

３．地方自治体は、三位一体改革における地方交付税の大幅減額により、逼迫する財政危機の中、国に先んじた職員給与の独自削減や、大幅な定員削減の実施などの懸命な努力を行ってきた。それにもかかわらず、政府が国の財政事情を理由として、自治体固有の財源である地方交付税を一方的に削減し、事実上職員給与の減額を強制することは、この間の地方自治体の必死の努力を無にする行為である。

また、地方公務員の人件費は、この間公共事業などよりも地域間の格差解消に最も貢献してきたことが実証されている。よって、地方公務員の安易な給与削減は、地域経済の冷え込みにつながり、デフレ脱却をめざす政府自身の経済政策にも矛盾するものであり、断じてあってはならない。

　　さらに、給与の決定は各自治体における労使交渉を踏まえた自治体主体の問題であり、地方公務員給与に対し国と同様の減額要請を行うことは、地方公務員法の趣旨に反するばかりか、地方自治の本旨を根底から揺るがす重大な問題である。

４．自治労は、公務労協とともに、高齢層職員の昇給抑制および国の特例減額措置の地方への強制に断固反対の姿勢で抗議し、地方公務員給与削減を目的とした政府の一方的な地財抑制の問題点を追及する。民主党・社民党をはじめとする政党の理解を求め、国会・省庁対策に取り組み、組織の総力を挙げて行動を展開する。

　　また、地方公務員給与は「各自治体における労使交渉により決定する」ことを大前提として、組合員の生活防衛、賃金・労働条件の維持向上にむけ、春闘期から労使交渉に全力を挙げる。

以上
【資料６－自治労道本部執行委員会見解】

地公給与削減等の不当な閣議決定に関する道本部執行委員会見解

１．政府は、１月２４日、給与関係閣僚会議及び閣議で、昨年11月16日の民主党政権時代の2012人事院勧告の取扱いの閣議決定を変更し、2014年１月から高齢層の昇給を抑制するとともに、「地方公務員の給与について、国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を講ずることを要請する」との内容の閣議決定を行った。

２．昨年、政府として決定した方針を僅か２か月で変更したという事実は、自公政権へ逆戻りした特徴的な事項といえ、私たち公務員労働者の賃金労働条件の決定システムは、すでに人勧制度があろうがなかろうが機能していないことを証明するものとなった。政治に翻弄される事実は事実として受け止め、現在の政権にしっかりと対峙する労働組合としての役割が強く求められる。

３．地方自治体においては、1998年以降、景気対策に名を打った国の財政発動に協調し、長きにわたって地方財政の締め付けなどにより厳しい財政運営を強いられてきた。その結果として、職員給与の勧告によらない削減のみならず、職員数の大幅な削減や市町村合併が進められ、指定管理者制度やＰＦＩ等の行政機能のアウトソーシングが強行されてきた。このことは国に先んじて地方自治体が推し進めてきており、臨時特例法による国家公務員の取り扱いを地方へ強制することは断じて認められない。政府の今回の決定に対し、自治労道本部に結集する全組合員の総意として、強く抗議するものであり、政府は決定を早急に撤回すべきである。

４．地方公務員給与に対する国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置をとることの要請は、地方公務員法の趣旨に反するばかりか、地方自治の本旨を根底から揺るがす重大な問題である。閣議決定において、防災・減災事業や地域経済の活性化のためを大儀としているが、これは政府が一方的に地方自治体に給与削減を押し付けるために補足したものであり、全く理由にならない。また、地域の民間給与や経済への配慮を目的とするなら、大きな影響を持つ地方公務員給与を削減すべきではないことは明白であり、このまま実施されれば全国的にも後れをとる北海道経済に与える影響は甚大といわざるを得ない。

５．今回の政府動向に対し、全国知事会・市長会・町村会など地方六団体は極一部の首長を除いて、揃って「問題有り。反対！」とする意見を表明し、地方から大きなうねりになりつつある。このまま放置すれば、小泉構造改革の再来となり、地方が一方的に切り捨てられる可能性も出ており、絶対に許すわけにはいかない。自治労道本部は連合北海道などの北海道内の労働組合や経済・行政団体などとともに、道民世論の喚起を促し、地方自治の確立と地方財政の確保に向けた運動展開を進めていく決意である。

６．今後、地方交付税の減額や総務省副大臣通知など、こうした政府決定の具体化が進められてくるが、自治労・公務員連絡会に結集を強め、民主党議員と連携した国会審議における徹底的な追及を求めなければならない。そして春闘期以降これから提起されるあらゆる抵抗闘争を職場から徹底する。同時に、各自治体においては、これ以上の新たな給与削減は許さず、各自治体から政府に対する取り組みを強力にすすめていく。こうした運動を北海道だけでなく全国的な規模に拡大し、政府の決定の誤りを質しながら、７月に予定される参議院選挙の勝利の展望を切り開いていく。
　２０１３年１月２５日

　自治労北海道本部執行委員会
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